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農林水産・食品産業の
作業安全対策をめぐる情勢、
今後の取組について



 就業者の減少（農林漁業の就業者はこの半世紀で約１／６に）
 就業者の高齢化（農業では高齢化率70％）
 就業者の多様化（外国人の増加）
 人手不足（全産業平均を上回って有効求人倍率が上昇）
 新技術の発展（スマート技術等の活用）

農林水産業・食品産業の作業安全を推進する背景

 安心して働ける職場にすることで、就業者の確保を
 就業者の多様化や新技術の発展を踏まえた新たな対策を

農林水産業・食品産業を､若者が未来を託せる産業に
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建設業など他産業と比較しても農林水産業・食品産業は、
全ての分野で事故発生率が高い状況

農林水産業・食品産業における事故の実態①：各分野の事故発生率の比較

■ 業種別 死傷年千人率(休業４日以上)
(令和元年、漁業のみ平成30年)

林業 20.8

漁業 12.7

木材・木製品製造業 10.6

食料品製造業 5.7

農業 5.2

出典：労働者死傷病報告及び総務省労働力調査、漁業は国土交通省のデータを使用
注）年千人率とは、労働者1,000人あたり1年間に発生する死傷者数を示すもの

建設業 4.5

製造業 2.7

全産業 2.2

>
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農林水産業・食品産業における事故の実態②：高齢者の割合

農林水産業・食品産業の各分野では、
高齢者の事故が多数を占める

農業:死亡災害発生状況
（平成30年）

86.5%：65歳以上
52.6%：80歳以上

資料：農林水産省「農作業死亡事故調査」

各分野の死傷災害発生状況
60歳以上の割合

林業：29.8%（372/1,248人:R1）

木材・木製品製造業※

：25.９%（301/1,161人:R1）

漁業：26.5%（199/750人:H30）

食品製造業
：28.4%（2,258/7,963人:R１）

資料：厚生労働省「労働者死傷病報告」、
国土交通省「船員災害疾病状況報告」

資料：厚生労働省「労働者死傷病報告」

資料：厚生労働省「労働者死傷病報告」

資料：厚生労働省「労働者死傷病報告」
※ 家具を除く

80歳以上
144人

65歳以上
80歳未満

93人

65歳未満
37人

計274人
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１ 背景・現状 （２）事故の発生状況 ③各分野の事故の種類別内訳農林水産業・食品産業における事故の実態③：事故の原因（上位3つ）

資料：農林水産省調べ

農業（H30）

１位：乗用型トラクター（27%）
２位：歩行型トラクター（9%）
３位：農用運搬車（６％）

資料：業種別起因物（小）別死傷災害発生状況（厚生労働省）

１位：立木等（38%）
２位：チェーンソー（16%）
３位：地山、岩石（11％）

林業（R１）

資料：国土交通省

１位：漁ろう（34%）
２位：漁具運搬取扱（19%）
３位：整備・管理（15％）

漁業（H30）

資料：業種別起因物（中）別死傷災害発生状況（厚生労働省）
※ 家具を除く

１位：木材加工用機械（37%）
２位：材料（12%）
３位：動力運搬機（14％）

木材・木製品製造業※

（R１）

１位：通路（14%）
２位：食品加工用機械（13%）
３位：荷姿の物（6％）

食品製造業（R1）

トラクターなどを用いた作業中に、転倒転落や巻き込まれるなど、
作業機械が起因となる事故が多い傾向

資料：業種別起因物（小）別死傷災害発生状況（厚生労働省）
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１ 背景・現状 （２）事故の発生状況 ③各分野の事故の種類別内訳農林水産業・食品産業における事故の実態④：安全意識が低い

基本的な安全対策を講じておらず、
安全意識の向上が不可欠

乗用型トラクター事故におけるシートベルト
着用の有無ごとの死傷の状況

（平成27～令和元年）

資料：交通事故情報（交通事故統計）から作成

死亡者 重傷者 軽傷者 合計
着用 ３

（3.2%）
10

(10.8%)
80

(86.0%) 93

非着用 148
（24.5%)

175
(29.0%)

281
(46.5%) 604

不明 ５
(10.2%)

24
(49.0%)

20
(40.8%) 49

合計 156 209 381 746

海中転落者のライフジャケット着用率

作業事故防止の取り組みを実施しない理由
（アンケート結果）

34%

24%
22%

48%
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どのような取り組みを実施すればよいか分からないから
コスト負担が発生するから
人手不足により実施できないから
その他

資料：海上保安庁「海難の現況と対策」（令和元年）

資料：農林水産省「令和元年度農林水産業・食品産業に
おける新たな労働安全対策の実現に向けた調査委託
事業」報告書 ５



農林水産業・食品産業の作業安全規範の策定①

〇 安全意識の向上のためには、事業者等が日々安全を意識することが有効。
〇 農林水産省は、事業者等関係者が日々留意すべき事項と実行すべき事項
を示した「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範」を新たに策定。

■基本的な事項を定めた「共通規範」

作業安全規範 標識

 現場の事業者向け、事業者団体向け
それぞれの規範を策定

 各業種共通の共有すべき認識や取り
組むべき事項を掲げ、なぜ重要なの
か説明を記載

(参考)作業安全規範の検討経緯
農林水産業・食品産業の現場の新たな作業安全対策に関する有識者会議

第１回(R2.2)【作業安全に関する現状や論点を整理】
第２回(R2.6) 【作業安全規範の策定や活用方針を議論】
第３回(R2.7)【作業安全規範（うち共通規範）を議論
第４回(R3.1）【作業安全規範を了承】 ６



農林水産業・食品産業の作業安全規範の策定②

＜事業者向け＞
• 作業安全に関する研修の受講
• 保護具の着用、機械の正しい使用方法の遵守
• 機械の日常点検、整備の適切な実施
• 現場の危険箇所の特定、改善

等 約20項目

＜事業者団体向け＞
• 構成員向けの啓発活動・情報提供
• 構成員向けの相談体制の整備
• 補償措置（労災保険等）の確保への支援
• 事故発生時や事故後の事業継続の支援

等 約10項目

■具体的な取組事項を定めた「個別規範」

 農業、林業、木材産
業、漁業、食品産業
の業種別に、現場の
事業者向け、事業者
団体向けそれぞれの
規範を策定

 取り組むべき事項に
ついて、項目分けし
て具体的に記載

「個別規範」の内容
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農林水産業・食品産業の作業安全規範の活用①

・啓発ポスター
・共通規範の標識
・日々意識する事項を自ら記載する
「私（会社）の作業安全規範」
を事業所に掲示していただき、日々目に
することで、意識啓発に活用していただ
きたい。
ダウンロードはこちら（農水省HP）⇒

１ 現場での意識啓発への活用

私（会社）の作業安全規範

個別規範をチェックシートに整理。
各事業所における日々の安全に関す
る取組の自己点検に活用していただ
きたい。
ダウンロードはこちら（農水省HP）⇒

２ 規範チェックシートによる自己点検
＜事業者の自主的な活用＞

８



農林水産業・食品産業の作業安全規範の活用②

現場での具体的な作業安全対策の取組を推進
するため、農林水産省所管の幅広い補助事業
等でクロスコンプライアンスを推進。

・規範の項目から事業目的に即した項目の実
施を要件化。
（例：安全研修の受講、労災保険への加入）
・規範チェックシートの提出を義務化

３ 補助事業との連携（ｸﾛｽｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ）

クロスコンプライアンスの実施におい
て提出を受けたチェックシートについ
て、分析を実施。
現場の取組状況を把握し今後の施策に
反映。

４ チェックシートの分析による施策への反映

＜行政の活用＞

要件設定した事業等の数 設定した要件の数
令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度

農業 26 32 33 45

食品産業 1 8 1 15

林業・
木材産業 20 39 34 67

漁業 7 9 20 24
計 54 88 88 151

※要件設定を予定している事業等の数は、令和2年12月末の調査の結果。
※令和2年度には令和元年度補正事業を、令和3年度には令和2年度補正事業を含む。 ９



農林水産省における今後の取組強化に向けて

1. 事故情報の収集・分析を強化し、それに基づく適確な対策
を構築

２. 基本的な安全対策の実施を徹底

５. 安全対策に資する新技術の活用

４. 受講体制の整備等、安全研修の強化

○ ロボット農機：
作業を無人化・遠隔化

○ 緊急伝達装置：
騒音作業下でも異常を伝達

ロボットトラクタ（有人－無人２台協調）リモコン式草刈りロボット SOSを遠隔の仲間に発信

○ AIS（船舶自動識別装置）：
衝突事故防止情報を漁業者に提供

周辺船舶の位置情報、事故多発海域情報を示す
スマホアプリの開発

３.安全対策と補助事業等の連携（クロスコンプライアンス）に
よる安全対策に積極的に取り組む経営の育成
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新たな作業安全対策については
こちら（農水省ウェブサイト）
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